
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

世帯の所得金額が家族人数に応じた基準の範囲内であることが必要です。  

  申込 

  区分 

 

家族 

人数 

所得基準表 

041 

特に所得の低い一般世帯 

013・014   015       016     017 

ひとり親世帯・高齢者世帯・心身障害者世帯・多子世帯 

一般区分の世帯 特別区分の世帯 

２人 0 円～1,160,000 円 ０円～2,276,000 円 ０円～2,948,000 円 

３人 0 円～1,540,000 円 ０円～2,656,000 円 ０円～3,328,000 円 

４人 0 円～1,920,000 円 ０円～3,036,000 円 ０円～3,708,000 円 

５人 0 円～2,300,000 円 ０円～3,416,000 円 ０円～4,088,000 円 

６人 0 円～2,680,000 円 ０円～3,796,000 円 ０円～4,468,000 円 

 ・家族人数が 7 人以上の場合は、1 人増えるごとに３8 万円を加算してください。 

＊＊＊＊一般区分・特別区分の額は「特に所得の低い一般世帯」での申込みには適用一般区分・特別区分の額は「特に所得の低い一般世帯」での申込みには適用一般区分・特別区分の額は「特に所得の低い一般世帯」での申込みには適用一般区分・特別区分の額は「特に所得の低い一般世帯」での申込みには適用しません。しません。しません。しません。    

 一般区分の額は、下の要件のいずれにもあてはならない世帯に適用します。 

 特別区分の額は、下の要件のいずれかにあてはまる世帯に適用します。 

（1）心身障害者を含む世帯 

申込者または同居親族に次のいずれかにあてはまる者がいること。 

ア 身体障害者手帳の交付を受けている 1 級～4 級の障害者 

イ 重度または中度の知的障害者（愛の手帳の場合は総合判定で 1 度～3 度） 

ウ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている 1 級・2 級の障害者（障害年金の受給に際し、障害の程度が同程 

度と判定された方を含む。）   

エ 戦傷病者手帳の交付を受けている恩給法別表第 1 号表ノ 3 の第 1 款症以上の障害者 

（2）60 歳以上の世帯 

   申込者が 60 歳以上であり、かつ同居親族全員が次のいずれかにあてはまること。 

   ア 60 歳以上 

   イ 18 歳未満の児童 

（3）高校修了期までの子どもがいる世帯 

   同居親族に 18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある者がいること。 

（4）原子爆弾被爆者を含む世帯 

   申込者または同居親族に厚生労働大臣の認定書（被爆者健康手帳ではありません。）の交付を受けている原子爆弾被 

爆者がいること（過去に交付を受けていた方を含む。）。 

（5）海外からの引揚者を含む世帯 

   申込者または同居親族に海外からの引揚者がいて、日本に引き揚げた日から起算して 5 年を経過していないことが 

厚生労働省の発行する引揚証明書で証明できること。 

※海外からの引揚者とは、昭和 20 年（1945 年）8 月 15 日の終戦に伴い、やむをえない理由により日本に引き

揚げた者等をいう。 

（6）ハンセン病療養所入所者等を含む世帯 

   申込者または同居親族にハンセン病療養所入所者等がいて、そのことが国立ハンセン病療養所等の長等の証明書で証 

明できること。 

改良住宅または再開発住宅に申込みの場合 

上記の一般区分・特別区分にかかわらず、次の所得基準の範囲内であることが必要です。 

●所得基準表（改良住宅・再開発住宅）所得基準表（改良住宅・再開発住宅）所得基準表（改良住宅・再開発住宅）所得基準表（改良住宅・再開発住宅） 

家族人数 
住宅の種別・所得基準 

改良住宅 再開発住宅 

2 人 0 円～1,748,000 円 0 円～2,276,000 円 

3 人 0 円～2,128,000 円 0 円～2,656,000 円 

4 人 0 円～2,508,000 円 0 円～3,036,000 円 

5 人 0 円～2,888,000 円 0 円～3,416,000 円 

6 人 0 円～3,268,000 円 0 円～3,796,000 円 

 

・改良住宅・再開発住宅とも、構造や 

 設備はそのほかの一般の都営住宅と 

 同等です。 

 

・「特に所得の低い一般世帯」で申込み「特に所得の低い一般世帯」で申込み「特に所得の低い一般世帯」で申込み「特に所得の低い一般世帯」で申込み

する世帯する世帯する世帯する世帯は、上の所得基準表にあては、上の所得基準表にあては、上の所得基準表にあては、上の所得基準表にあて

はまる必要がありますはまる必要がありますはまる必要がありますはまる必要があります。。。。 



 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家族人数を計算する 

 

  

⓵申込者 

 

[１人] 

 

⓶同居親族数 

 

[  人] 

 

⓷遠隔地扶養者数 

 

[  人] 

家族人数 

[  人] 
 

所得基準表の家族人数には、 

この人数をあてはめます。 

 

⓵ 
申込者とは、申込

書の申込者欄に記

入する方です。 

この方が使用許可

後の名義人です。 

 

⓶ 
同居親族とは、申込者と一緒に都営住宅

に入居する親族です。 

妊娠中の方がいる場合、申込期間に生ま

れていない子は同居親族数に含めるこ

とはできませんが、出生後は都営住宅に

入居できます。 

 

⓷ 
遠隔地扶養者とは、申込者または同居親

族の所得税法上の扶養親族で、都営住宅

に入居しない方をいいます。 

例えば、離れて住んでいる親を扶養して

いる場合などです。会社や税務署に「扶養

親族の申告」をしており、入居資格審査の

ときに課税証明書で確認できることが必

要です。 


